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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原料ガスにパルスレーザー光を照射して、原料ガス中の同一方向に向いた分子のみを振
動あるいは電子励起させ、
　目的同位体または非目的同位体を含む分子回転周期に合わせてさらにパルスレーザー光
を1パルスあるいは複数パルス照射し、目的同位体または非目的同位体を含む分子を優先
的に光分解させてその同位体を分離する方法であって、
　レーザー光の通過する距離の差を調整して、パルスレーザー光照射の時間間隔を制御す
ることを特徴とする、同位体の分離方法。
【請求項２】
　照射するパルスレーザー光として、直線偏光したレーザー光を利用することを特徴とす
る、請求項１に記載の同位体の分離方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、同位体を分離する方法に関するものであり、同位体的に低純度の原料ガス中
の、目的同位体を含む分子と非目的同位体を含む分子の有する分子回転周期の差を利用す
ることで、目的同位体を分離、回収することを特徴とするものである。
【背景技術】
【０００２】
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　天然に存在する大多数の元素には、複数の同位体が存在する。その同位体を分離・濃縮
したものは、トレーサー、医療用検査試薬、核燃料などの原料として利用されている。最
近、シリコンの同位体の１つである28Siを分離し、高濃縮（99.86％）した単結晶では、
その熱伝導度が天然の同位体構成材料と比べて大きくなることが見出され、次世代の半導
体基板材料の候補として注目された。このように、単一の同位体を高濃縮した物質の物性
は、天然存在比のものと大きく異なる可能性があり、同位体を制御した材料への関心が高
まっている。
【０００３】
　同位体の分離・濃縮方法としては、遠心分離法、ガス拡散法、蒸留法などが実用化され
ている。しかしながら、１回の分離・濃縮操作で得られる濃縮度が極めて低いために、高
濃縮同位体を得るためには多数回の分離・濃縮操作が必要であり、分離・濃縮施設は大規
模になる。それにより、施設建設や運転コストが膨大になる。従って、これらの方法が適
応できる同位体は、それらのコストを賄えるだけの需要があるものに限定される。
【０００４】
　その他の同位体に対する分離・濃縮方法としては、電磁質量分離法が使われている。こ
の方法は、原理的に全ての同位体に適応可能であり、しかも１回の分離・濃縮操作で高い
濃縮度が得られる。しかし、高真空を保った条件下で分離・濃縮を行う必要があるため、
極微量の高濃縮同位体しか製造できない。その製造量に対して装置建設および運転コスト
が大きいため、高濃縮同位体は非常に高価であり、高濃縮同位体を比較的安価に製造でき
る方法の開発が期待されている。
【０００５】
　その候補として、分子レーザー同位体分離法の研究・開発が進められている。この方法
は、原料中の目的同位体を含む分子と非目的同位体を含む分子の、分子振動数の差によっ
て生じる分子振動スペクトルのずれ、いわゆる同位体シフトを利用することで、どちらか
一方のみを赤外多光子分解し、目的同位体を分離、回収するものであり、１回の分離・濃
縮操作で高濃縮同位体を得ることが可能である（例えば、特許文献１を参照）。さらに、
連続的に原料を供給しながら分離・濃縮操作を行うことにより、高濃縮同位体を大量に製
造することも可能である。
【特許文献１】特開２００３－５３１５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　分子レーザー同位体分離法には、対象とする元素の質量が大きくなると、同位体を分離
・濃縮する効率が低下する、という問題点がある。これは、対象元素の質量が大きくなる
と分子振動数が小さくなることに原因がある。例えば等核2原子分子の場合、分子振動数
νは次式に表されるように、原子の質量の１／２乗に反比例する。
【式１】
【０００７】

【０００８】
ここで、πは円周率、ｋは分子バネ定数、ｍは原子の質量である。
【０００９】
　この質量増加に伴う分子振動数の減少は、分子レーザー同位体分離法において、２つの
悪効果を及ぼす。すなわち、異なる同位体による分子振動数の差の減少、および原料中の
振動励起分子の存在割合増加である。分子振動数の差の減少は、分子振動スペクトルにお
ける同位体シフトの減少を生じ、振動励起分子の存在割合増加は、分子振動スペクトル幅
の増加を生じる。これらの結果、一方の同位体を含む分子のみを光分解することが困難に
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なる。従って、分子レーザー同位体分離法の対象を重元素とした場合、同位体分離・濃縮
の効率が低下する。
　[課題を解決するための手段]
【００１０】
　上記の問題点を解決するために、本発明においては、重元素を対象とした同位体の分離
・濃縮に対し、その重元素の同位体を含む分子の持つ回転周期の差を利用する。具体的に
、本発明は、パルスレーザーの複数パルス照射（パルスレーザーによる複数回の照射）に
基づく、重元素同位体の分離・濃縮の高効率化法であって、原料ガスに直線偏光したパル
スレーザー光を照射することで原料ガス中の同一方向に向いた分子のみを振動あるいは電
子励起し；目的同位体または非目的同位体を含む分子回転周期に合わせてさらに直線偏光
したパルスレーザー光を1パルスあるいは複数パルス照射することにより、目的同位体ま
たは非目的同位体を含む分子の光化学反応を優先的に誘起することを特徴とする。
【００１１】
　また、パルスレーザー光の通過する距離の差を利用してレーザー光照射の時間間隔を制
御することにより、光化学反応を安定にかつ効率良く進行させることを特徴とする。この
光化学反応とは、例えば、原料ガスをパルスレーザー光照射により光分解し、その際に生
成する同位体原子あるいはそれを含む分子などを他の原子あるいは分子などと反応させて
その同位体原子を含む安定な化合物を生成させる化学反応等である。
【００１２】
　本発明で使用される直線偏光したパルスレーザーは、光電場の振動が特定の一方向に限
られているレーザー光であり、例えば、上述のとおり、原料ガスに直線偏光したパルスレ
ーザー光を照射すると、ガス中の特定方向に向いた分子のみを振動あるいは電子励起する
ことができ、又目的同位体を含む分子または非目的同位体を含む分子の分子回転周期に合
わせてさらに直線偏光したパルスレーザー光を照射すると、目的同位体または非目的同位
体を含む分子を優先的に光分解してその同位体を分離することができる。本発明では、図
1のパルスレーザー光照射系において、近赤外パルスレーザーからのレーザー光を偏光素
子に通して直線偏光したパルスレーザーを形成している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　分子回転周期は、対象とする元素の質量が大きくなると長くなる。例えば等核2原子分
子の場合、分子回転周期Ｔは次式に表されるように、原子の質量に比例する。
【式２】
【００１４】

【００１５】
ここで、ｒは原子間の距離、ηはプランク定数である。従って、質量ｍの原子で形成され
る等核２原子分子と質量（ｍ＋Δｍ）の原子で形成される等核２原子分子における分子回
転周期差ΔＴは、次式に表されるように、原子質量差Δｍのみに比例する。
【式３】
【００１６】

【００１７】
すなわち、質量ｍには依存しない。従って、対象元素が重くなった場合においても、分子
回転周期差は変化しない。また振動励起分子においても、分子回転周期はあまり変化しな
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いため、振動励起分子の割合増加の影響は小さい。従って、本発明においては、重元素を
対象とした同位体分離・濃縮においても、その元素の質量自体の重さに影響されることの
少ない分子回転周期差に依存するので、その分離・濃縮効率低下を抑制することが可能で
ある。
【実施例】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について、原料として臭化ヨウ素ＩＢｒを用い、直線偏光し
たパルスレーザー光を2パルス照射して分解することで臭素７９と臭素８１を分離する場
合の実施例を用い、図を参照して説明する。
【００１９】
　図１は本発明による同位体分離・濃縮装置の概略構成図を、図２は臭素８１を含む臭化
ヨウ素分子の回転周期に合わせて直線偏光レーザー光を2パルス照射した際の、臭素７９
と臭素８１を含む臭化ヨウ素分子の挙動を示した模式図を、図３は２つのパルスレーザー
間の照射時間差に対する臭素７９または臭素８１を含む臭化ヨウ素の光分解確率変化の予
測図である。
【００２０】
　図１に示されるように、同位体分離・濃縮装置は、２つの装置系からなる。まず、原料
供給および分離回収、同位体組成比測定系では、反応器への原料ガス供給と、パルスレー
ザー光を照射した後のガスの回収、分離および同位体組成比の測定を行う。一方、パルス
レーザー光照射系では、直線偏光したパルスレーザー光の２パルス照射を行う。
【００２１】
　まず原料供給および分離回収、同位体組成比測定系において、真空排気装置を用いて反
応器を十分に真空排気した後、原料ガスである臭化ヨウ素蒸気ならびにバッファーガスを
反応容器に採取する。バッファーガスとしては、原料ガスが光分解して生成する原子と反
応して安定な化合物を生じる、アセチレンなどのガスを使用する。
【００２２】
　次にパルスレーザー光照射系に反応器を移す。基底電子状態の臭化ヨウ素分子は、分子
軸に対して垂直な方向を向いた光電場を持ち、かつそのエネルギーが波長として７８０ｎ
ｍ付近の光子を１光子吸収することで第一電子励起状態へ励起され、さらに同じエネルギ
ーの光子をもう１光子吸収することで解離性電子励起状態へ励起され、ヨウ素原子と臭素
原子に分解する。出力波長を７８０ｎｍ付近に合わせた近赤外パルスレーザー光を、偏光
素子を通すことで垂直偏光したレーザー光にした後、ハーフミラーを通すことで２つに分
割し、２つのレーザー光が通過する距離の差、いわゆる光路差をつけた後、再びハーフミ
ラーを通して同軸上に戻す。この光路差を調整することにより、２つの連続した直線偏光
パルスレーザー光照射の時間間隔を、安定にかつ精度良く制御することが可能である。こ
の２つの連続した直線偏光パルスレーザー光を反応器に導入すれば、図２に示されるよう
に、最初のパルス照射により、水平方向に分子軸が整列した第一電子励起状態分子の集団
が形成される。その励起分子の整列状態は、励起分子が回転するとともに崩れていくが、
分子回転周期後に、再び励起分子が整列した状態が形成される。その時間に合わせて２つ
目のパルス照射を行うことで、同じ分子回転周期を持つ臭化ヨウ素分子、すなわち同じ臭
素同位体原子を含む分子を、優先的に光分解することが出来る。
【００２３】
　上記光路差の調整は、一方において、ハーフミラーを透過したレーザー光を固定反射プ
リズムで反射させて再度ハーフミラーに照射して直角方向に反射させた後に反応器に導入
し、他方において、ハーフミラーで直角方向に照射されたレーザー光を移動可能な反射プ
リズムで距離を調整して反射し、再度ハーフミラーを透過させて反応器に導入することに
より、この２つの光路におけるレーザー光の
光路差を調整する。
【００２４】
　図３に示すように、臭素７９を含む分子は３９０ピコ秒程度で再び整列するのに対し、
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臭素８１を含む分子は４００ピコ秒程度で再整列すると予測される。従って、ハーフミラ
ーで２つにレーザー光を分けた後の光路差を、１１．７センチメートル程度に設定すれば
臭素７９を含む分子を優先的に光分解できる。また、１２．０センチメートル程度に設定
すれば、逆に臭素８１を含む分子を優先的に光分解することが可能である。
【００２５】
　パルスレーザー光照射をした反応器を、原料供給および分離回収、同位体組成比測定系
に戻す。蒸留装置を用いて、臭素原子とバッファーガスによる化合物ならびに未反応の臭
化ヨウ素を単離することで、同位体を分離・濃縮する。臭素８１を含む臭化ヨウ素分子を
優先的に光分解した場合には、臭素原子とバッファーガスによる化合物中に臭素８１が、
未反応の臭化ヨウ素中に臭素７９が濃縮される。
　[発明の効果]
【００２６】
　本発明の同位体分離方法によれば、対象元素の質量の影響を受けにくい回転周期差を利
用するため、対象元素の質量が大きくなった場合においても同位体分離・濃縮の効率低下
を抑制することが可能である。
【００２７】
　実施例に基づいて説明したように、本発明の同位体分離方法によれば、原料ガスにパル
スレーザーの複数パルス照射を行うことにより、特定の同位体を含む分子に対する光化学
反応を優先的に進行させることができるため、対象元素の質量の大小に係らず、効率的に
同位体分離・濃縮を行うことが可能となる。
【００２８】
　本発明の同位体分離方法によれば、パルスレーザー光照射の時間間隔を調整することに
より、特定の同位体を含む分子に対する光化学反応効率を上昇させる、あるいは他の同位
体を含む分子の光化学反応効率を低下させることが可能となる。
【００２９】
　本発明の同位体分離方法によれば、レーザー光の光路差を利用することで、安定でかつ
高精度な時間間隔を持つ連続したパルスレーザー光照射を実現することが可能となる。
【００３０】
　本発明の同位体分離方法によれば、照射するレーザー光として直線偏光したパルスレー
ザー光を用いることにより、特定の同位体を含む分子に対する光化学反応効率を上昇させ
る、あるいは他の同位体を含む分子の光化学反応効率を低下させることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００３１】
　本発明は、天然に存在する同位体元素を分離・濃縮し、トレーサー、医療用検査試薬、
核燃料などの原料を作製するために利用される。又、シリコンの同位体の２つである28Si
を分離し、高濃縮（99.86％）した単結晶が、その熱伝導度が天然の同位体構成材料と比
べて大きいことから、次世代の半導体基板材料の候補として上げられているが、このよう
に、単一の同位体を高濃縮した物質の物性
は、天然存在比のものと大きく異なる可能性があるので、同位体を制御した材料の作製に
利用される。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明の実施例に係る同位体分離・濃縮装置の概略図である。
【図２】本発明の実施例である、臭化ヨウ素分子の直線偏光レーザー光2パルス照射によ
る多光子分解反応において、臭素８１を含む臭化ヨウ素分子の回転周期に合わせて直線偏
光レーザー光を2パルス照射した際の、臭素７９と臭素８１を含む臭化ヨウ素分子の挙動
を示した模式図である。
【図３】本発明の実施例である、臭化ヨウ素分子の直線偏光レーザー光2パルス照射によ
る多光子分解反応における、２つのパルスレーザー間の照射時間差に対する臭素７９また
は臭素８１を含む臭化ヨウ素の光分解確率変化の予測図である。
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